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ドイツ新商法典に基づく会計情報開示
松尾聿正
1． はじめに
｜日西ドイツでは， 1985年12月に,EC理事会第4号指令，第7号指令及び
第8号指令の国内法化を目的として，従来の商法会計及び監査に関する諸規
定が全面的に改正され，財務諸表指令法(Bilanzrichtlinien-Gesetz)が制定さ
れた。 この改正は，西ドイツがEC加盟国としての義務を遂行することを
目的として実施された')。ドイツ法に変換されたEC法の実体を表してい
るのが，新商法典(Handelsgesetzbuch)「第三編；商業帳簿(DrittesBuch;
Handelsbiicher)」の「第2章；資本会社についての補充規定(ZweiterAbsch.
nitt;ErganzendeVorschriftenfiirKapitalgesellschaften)」である。その特質
として，基本的に，次の4点を指摘できるといわれている2)。
①EC指令の厳格な履行
②商法典への挿入
③ディスクロージャーの強化・充実
④税務中立性の保持
本稿では， このうち③ディスクロージャーの強化・充実に焦点を絞って，
特に個別財務諸表の作成を規定しているEC第4号指令がドイツにおける
1）西ドイツ新会計制度については，次の文献が詳しい。
黒田全記編著『解説西ドイツ新会計制度一規制と実務一」（同文館昭和62年)。
森川八洲男稿「西ドイツ新商法会計制度をめぐって-1985年｢会計法」を中心と
して－（一～十二。完)」『会計」第131巻第4号（昭和62年4月号）～第133巻第
6号（昭和63年6月号)。
2)*JII,同上稿（二),『会計』第131巻第5号（昭和62年5月号),115頁。
44(238） 第36巻第3号
会計情報開示制度にどのような影響を与え，実務上どのように実行されよう
としているのかを検討しよう。
2・ EC第4号指令がドイツ会計情報開示制度に及ぼした影響
（1） 「真実かつ公正な概観(trueandfairview)」概念の導入
EC指令がドイツ会計規定に及ぼした最も重要な影響は，「真実かつ公正
な概観」の概念をドイツ商法典に導入させた点である。成文法主義を基礎と
するドイツ商法にとって， それとは著しく異質のコモン・ロ一を旨とする
「真実かつ公正な概観」の概念を導入することによる影響は大きい。 「真実
かつ公正な概観」は，ルールへの適法性よりも，個々の企業の個別の経済的
状況に適合した情報の開示を優先して，事実の真実かつ公正な概観の伝達に
既存のルールが障害になる場合には，そうしたルールからの離脱を強制する
思考である。そこには，企業のあらゆる状況や将来の変化のすべてに適用し
うる規則はありえない， との考え方が潜んでいる3)。
ドイツ新商法典は，第264条第2項において，ドイツの伝統的な会計規則
である「正規の簿記の原則(GrundsatzeordnungsmMigerBuchfiihrung,GoB)」
を尊重しながらも,｢事実関係に適合した写像(eindentatsachlichenVerhaltn.
issenentsprechendesBild)」との表現で「真実かつ公正な概観｣の原則を次の
ように導入した。
「①資本会社4)の年度決算書は，正規の簿記の原則を遵守して，資本会社
の財産，財務，及び収益の状況について，事実関係に適合した写像を伝達し
3） 「真実かつ公正な概観」のこうした実質優先思考については，次の文献を参照さ
れたい。
田中弘。原光世訳『イギリス会計基準書』（中央経済社，平成2年)9～11頁。
Taylor,PeterandStuartTurley,T"emg"〃加測qfAcco"〃""g,Basil
Blackwell,1986,p.183-184．染谷恭次郎監訳・市村巧訳『イギリス会計規制
論』（森山書店，平成3年）207頁。
4） 「資本会社」は「人的企業」に対する用語で，資本会社には，株式会社,株式合
’
ドイツ新商法典に基づく会計情報開示（松尾） （239)45
なければならない。②特別な事情のために，年度決算書が第1文にいう事
実関係に適合した写像を伝達しない場合には，附属明細書に追加的開示を行
わなければならない（〔商〕§264(2))5)」
前述のように， 「真実かつ公正な概観」は， イギリス会社法の根底にある
コモン。ロ－の風土のもとに形成された原則で，包括規定としての性格を有
している。それは「評価を含む会計処理について，具体的な規定を設けない
ことを前提として， 「公正な会計慣行」に包括的に白紙委任すること， しか
も財務諸表が企業の経済的現実に適合した概観を明瞭に示すことを要求した
ものである」と言われる6)。
こうした「真実かつ公正な概観」の考え方を,EC理事会はその第4号指
令の第2条第3項，第4項及び第5項として，次のように規定した7)。
第3項財務諸表は会社の資産， 負債， 財政状態及び損益について真実か
つ公正な概観を与えなければならない。
第4項この指令の適用が第3項の意味する真実かつ公正な概観を与える
のに十分でない場合には，追加的情報が与えられなければならない。
第5項例外的な場合において,この指令の適用が第3項に定める義務と両
資会社及び有限会社がある（黒田，前掲書参照)。
5)WolfgangDieterBudde,HermannClemm,MaxPankow,undMa fr d
Sarx,D〃ん〃es"6sc〃〃β〃“〃H""dg応一"〃Sｵ〃”γ“〃D"sDγ"ｵgB"c〃〃s
HGB,2.Aufiage,C.H・Beck'scherVerlagsbuchhandlung(Miinchenl990)
S、 795．邦訳は黒田，同上著，193頁及び森川，前掲稿，国，『会計』第132巻第2
号（昭和62年8月号)，91頁を参考にした。
なお，以下，新商法典の条文について，独文は上記文献から，邦文は黒田，前掲
書に依っているので，文中に関係条項，当該条項掲載独文文献頁,邦文文献掲載頁
の順で， 〔商〕§○○○, S.○○，○○頁と記すにとどめる。
6）森川，同上稿， 91頁。
7)TheCounciloftheEuropeanCommunities,"Fourth uncilDirective,''
Q版"αﾉﾉﾘ”"αJqfｵﾙeE@"'qpe""Co"z"@""鮒gS,No.L222,14.8.1978,p.12.
なお，以下, EC指令第4号の条文については，上記ジャーナルに依っているの
で，同ジャーナルの関係条項掲載頁を，文中にp､○○と記すにとどめる。
46(240） 第36巻第3号
立しない場合には，第3項の意味する真実かつ公正な概観を与えるために，
当該規定から離脱しなければならない。かかる離脱については，注記・附属
細明書8)において，その旨，その理由並びに離脱が資産，負債，財政状態及
び損益に与える影響を開示しなければならない。加盟国は当該例外的な場合
を定義し，それに関する特別規定を定めることができる。
「真実かつ公正な概観」すなわち「事実関係に適合した写像」の伝達要請
に関して， ドイツ新商法典第264条第2項とEC第4号指令との大きな相違
は,EC第4号指令は企業活動の現実を重視して，例外的な場合の規定から
の離脱を強制しているのに対して，新商法典にはそうした離脱要請規定がな
いことである。それに代わって，新商法典では， むしろ, ｢GoBを尊重し
て」として， 「事実関係に適合した写像」の適用をGoBによって制約する
ことにより， ドイツ法固有の法的安定性の確保を図っている9)｡
結果として， 「事実関係に適合した写像」の伝達要請の役割は，新商法典
のもとで，森川教授が指摘するように，次のように限定的に解されることに
なる10)o
第一は，個々の法律規定の解釈や適用の際に疑問が生じるか，あるいは法
律規定における空白が推論されるべき場合に， これを解釈するための基準と
なること。
第二は，各種の選択権の行使について，許容されるいくつかの方法の中か
ら，特に「事実関係に適合した映像」を最もよく伝達しうる方法を選択する
8）英文では60Notesontheaccountg',独文ではc6Anhang''で，一般に「附属明
細書」と邦訳されているが，内容的には，わが国財務諸表の注記と附属明細書の両
者を備えているので， 「注記・附属明細書」の訳語を当てることにする（郡司健箸
「現代会計の基礎一発生主義会計の展開と情報開示一』（中央経済社，平成元年）
第11章「企業年次報告書と会計ディスクロージャー」参照)。
9） 「正規の簿記の原則」と「真実かつ公正な概観」との関係については，次の文献を
参照されたい。
森川，前掲稿，園『会計』第132巻第2号（昭和62年8月号)。
佐藤博明著『ドイツ会計制度』（森山書店， 1989年)。
10）森川，同上稿，94～95頁。
’
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ことによって，選択権が濫用されるのを防ぐこと。
第三は，新商法典第264条第2文に明定されるように，特別な事情により，
年度決算書が， 「事実関係に適合した映像」を伝達しない場合には，注記・
附属明細書において追加的情報を開示することを要求すること。
第三の注記・附属明細書における追加的情報の開示要請が新たに付与され
た機能である。新商法典では，第264条第2項で事実関係に適合した写像を
伝達しない場合に追加的情報を附属明細書に開示することを求めることに，
｢真実かつ公正な概観」概念の役割を限定しているのである。それでもなお，
この概念を導入することにより， イギリス法上に内包される年度決算書にお
ける情報開示機能がドイツ法に取り込まれ，それによって， ドイツ企業の年
度決算書の情報開示機能が著しく強化されたことは，多くの所説が一致して
認めるところである。
以下では開示強化の具体的内容をみていこう。
（2）財務諸表体系の改訂
従来， ドイツでは，株式会社が作成する会計情報は貸借対照表(Bilanz)と
損益計算書(Gewinn-undVerlustrechnung)から成る年度決算書(Jahresabsclu6)
が，説明報告(Erlauterungsbericht)と状況報告(Lagebericht)から成る営業報
告書(Geschaftsbericht)によって補完される関係を形成していた'')。しかし，
EC理事会は第4号指令第2条第1項において，年度決算書は貸借対照表，
損益計算書及び注記・附属明細書から構成されると規定した(p.12)。そこ
で，新商法典では，従来の営業報告書のうち説明報告に相当する部分を注記
・附属明細書としたうえで，年度決算書は貸借対照表と損益計算書に加えて
注記・附属明細書の三つの要素から構成される旨規定し，そのほかに状況報
告書を年度決算書と併せて作成しなければならない旨規定した（〔商〕§264
(1)@,s､795,193頁)。
したがって， 今後， ドイツの株式会社が制度上作成する会計情報として
11）黒田，前掲書69頁参照。
48(242） 第36巻第3号
は，年度決算書と状況報告書が存在することになる。その際，年度決算書の
一要素を構成することになった注記。附属明細書には，貸借対照表・損益計
算書の補足説明だけでなく，それらの主要財務諸表が事実関係に適合した写
像を伝達しない場合の追加的情報開示をはじめ，広範な内容の情報開示が要
求されている （〔商]@284･285,SS.1205,1244-1245,01-203頁)。新商
法典によって，企業内容に関する会計情報の開示機能が強化されたと言われ
る一端がここにある。
（3）貸借対照表・損益計算書の開示充実
EC第4号指令の影響は，形式的にも実質的にも，これら両主要財務諸表
に収敬されている12)。たとえば,EC第4号指令が第3条で貸借対照表及び
損益計算書の表示様式の継続性を規定している(p､12)のに呼応して，新商
法典でも第265条第1項第1文でその旨を規定し(S.816,193頁),また，
同指令第4条第4項において，会計情報の期間的比較可能性を確保するため
に，貸借対照表及び損益計算書の各項目の金額を前期のそれに相当する金額
と共に併記することを規定しているのを受けて(p.13),同法典でも同条第
2項第1文において，同様の主旨を規定しているうえに(S.816,194頁),
表示様式の継続性を離脱する場合には，その旨及びその理由を， また金額が
比較できないときは，前期金額を修正し，適切な説明を注記・附属明細書に
記載する旨，同指令が第3条及び第4条第4項で規定した(pp.12-13)の
を受けて，同法典も同様の主旨を規定した（〔商)i264(1)@,(2)@,@,S.
816,193-194頁)｡
そのほか， 時価の低下や減価償却による資産帳簿価額の引き下げのほか
に，人的企業に認められている「理性的な商人の判断」による追加的引き下
げは（〔商]i253(4),S.468,192頁),窓意的な秘密積立金(stilleWillkiir-
riicklage)の設定を容認することになるため,EC指令の基本的な考え方
12)EC指令が財務諸表に及ぼした影響に関する詳細な解説については，黒田，同上
書及び森川，前掲稿を参照されたい。
I
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が全面的に適用される資本会社には認められていない（〔商)i279(1)@,S.
1177,200頁)。また，予見可能ならば，未実現であっても損失は判明したと
きに経常すべしとの規定のもとに（〔商]i252(1)4,S.442,191頁),固定
資産についても通常の償却のほかに，時価の一時的な低下に基づく計画外減
価記入が， すべての商人に対して許されているが(〔商]i253(2)@,SS.467-
468,191頁)，資本会社の有形・無形固定資産については， そうした計画外
減価は認められていない（〔商]@279(1)@,S.1177,200頁)。資本会社の有
形。無形固定資産の帳簿価額に対するこうした制限は,EC第4号指令第35
条第1項(c)に基づくものである(p.24)｡
叙述のごとく, EC3指令は貸借対照表と損益計算書作成規定に具体化さ
れたが，本項では，次項の開示実態で検討する項目に限定して， さらに立ち
入ることにしよう。
i 貸借対照表関係
(i)有形固定資産(Sachanlagen)と無形固定資産(ImmaterielleVerm6gens
gegenstande)の独立区分表示
従来， ドイツでは，有形固定資産と無形固定資産は，一括して固定資産
(Anlageverm6gen)の部第一区分を構成していたといわれている13)｡ところ
が, EC第4号指令は，第9条において， 固定資産をI.無形固定資産，
Ⅱ、有形固定資産，及びⅢ、財務固定資産に区分した(p.14)。そこで，新
商法典でも，有形固定資産と無形固定資産を分離独立し,EC指令に倣って
固定資産を三つに区分・配列した（〔商]:266(2),S.828,72頁)。
(ii)企業結合(Uuternehmensverbindungen)取引実態開示の強化
従来， ドイツでは，親会社。子会社との取引と｢関連会社｣との取引を区別
せず，資本参加(Beteiligung)として一括開示していたといわれている'4)。
EC第4号指令は，親・子会社関係取引の明白な開示を目的として，親・子
会社との取引と関連会社との取引を，投資活動だけでなく，債権債務関係に
13）森川，同上稿尚『会計』第132巻第3号（昭和62年9月号)，85頁参照。
14）森川，同上稿85頁参照。
50(244） 第36巻第3号
ついても区分表示するように規定した(pp.14-15)。こうしたEC指令の意
向を受けて，新商法典でも，親．子会社に相当する結合企業(verbundenen
Unternehmen)との取引と資本参加関係にある企業との取引について，投資
活動と同時に債権債務関係についても区分表示することを規定した（〔商〕
§266(2),(3),SS.828-829,72頁)｡
(iii)流動資産(Umlaufverm6gen)区分の明瞭表示
ドイツ旧法では，流動資産を棚卸資産とその他の流動資産に区分する二区
分法が採用されていたが'5)，流動資産の形態別状況の明瞭開示を目的として，
EC第4号指令が棚卸資産，債権，有価証券，現金預金の四つに区分するこ
とを規定したのにしたがって(pp.14-15),新商法典でも，同指令と同様に
流動資産を区分するように規定した（〔商]9266(2),S.828,72頁)｡
ii 損益計算書関係
(i)総原価法(Gesamtkostenverfaren)と売上原価法(Umsatzkostenverfa-
hren)の選択適用
従来， ドイツでは，当期総費用を材料費，人件費’償却費などの形態別に
分類する総原価法が支持されていたが,EC第4号指令が，営業費用を売上
原価，販売費及び管理費の機能別に分類.表示する売上原価法（〔第4指令〕
§25,26）を総原価法（〔第4指令〕§23,24） とともに規定したうえで，
加盟国が両者を規定する場合には，企業に選択を任せるように規定した(〔第
4指令〕 §22）ことに伴って(pp.19-21),新商法典でもこれら両者を規定
したうえで， 会社にいずれか一方を選択させるようにした（〔商〕§275(1)，
(2),(3),SS.1061-1062,199頁)。売上原価法は英米系諸国で採用されてお
り，そうした方法の選択適用の容認は国際比較を容易にさせるのに寄与する
のである16)｡
15）森川，同上稿，87頁参照。
16）総原価法と売上原価法の比較については，黒田，郡司及び森川の各前掲書もしく
は稿を参照されたい。
’
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(ii)経常損益(Ergebnisdergew6hnlichenGeschaftstatigkeit)と特別損
益(au6erordentlichesErgebnis)の区分表示
売上原価法であろうと総原価法であろうと，経常損益と特別損益の区別が
強調されている（〔商]:275(2),(3 ,SS.1061-1962,84,86頁)。この区分
表示もEC第4号指令第23条及び第25条に基づくものである(pp.20,21)。
この区分は，企業の経常的活動に基づく収益力に関する情報提供を可能にす
る。
（4）附属明細書の改善と状況報告書の充実
i附属明細書
新商法典は，附属明細書を年度決算書の一要素として位置づけることに伴
う情報開示機能強化の観点から，記載事項を詳細に規定している'7)。大きく
分類すれば，二つの領域に分かれる。一つは，貸借対照表・損益計算書の説
明であり，他の一つは，その他の義務的記載事項である。前者の内容は，貸
借対照表・損益計算書項目の会計処理・評価方法，外貨換算基準及び他人資
本利子を製造原価に算入した場合の開示である（〔商]9284(1),(2),S､1205,
201頁)｡後者は，主に，次の内容から構成されている([商)9285,SS.1244-
1245,201-203頁)。
①債務及び担保に関する情報
②セグメント情報
③納税に関する情報
④従業員に対する人件費に関する情報
⑤役員に対する報酬・貸付に関する情報
⑥関係会社情報
⑦引当金(Riickstellungen)情報
17）新商法典における附属明細書の詳細については，黒田，同上書，122～127頁及び
森川，同上稿，伽『会計』第133巻第2号（昭和63年2月号）114頁以下を参照され
たい。
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③営業権償却(AbschreibungdesGeschafts-orderFirmenwerts)情報
⑨親会社(Mutterunternehmen)情報
附属明細書のこれらの開示内容も,EC第4号指令第43条に基礎を置いて
いるが(pp.25-26),「その他の義務的開示」で要求されている附属明細書
の記載事項は，貸借対照表及び損益計算書の説明に関する慣行的な情報内容
をはるかに超えたものであり，その多くは従来機密的に取り扱われた領域に
係わるものであるといわれている'8)。
ii状況報告書
新商法典は年度決算書に対する補足情報として，資本会社に状況報告書の
作成を義務づけ（〔商]@264(1)@,S､795,193頁),そこに記載される内容
を次のように規定している（〔商]i289(1),(2),S.1316,204頁)。
①会社の営業の経過及び状況に関して，事実関係に適合した写像の伝達
②重要な後発事象の開示
③会社の発展の見通しに関する記述
④研究。開発(ForschungundEntwicklung)領域に関する記述
①は既述のごとく,EC第4号指令の「真実かつ公正な概観」伝達要請に
基づくものであり，②，③および④はこうした伝達要請を満たすことを目的
としたEC第4号指令第46条第2項,",(B)および(c)の規定に基礎を置く
ものである(p.27)｡
このほか，状況報告書における任意的記載事項として，資金計算(Fina-
nzfluBrechnung)付加価値計算(Wertsch6pfungsrechnung),社会関連報告
(SozialbezogeneBerichterstattung)などの開示が許容されると言われてい
る19)｡
さて，以上により,EC第4号指令ががドイツ新商法典に及ぼした主たる
18）森川，同上稿，116頁。
19）状況報告における任意情報については，郡司，前掲書，第11章及び森川，前掲
稿, H〉『会計』第133巻第3号（昭和63年3月号),116頁を参照されたい。特に，
社会関連報告については，郡司に詳しい。
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影響を検討したので，次にその実践状況についてみていこう。
3．開示充実の実態一シェーリング社の
年次報告書を中心として一
(247)53
本稿では， ドイツ企業の年次報告書のなかで比較的充実していると言われ
ているシェーリング社(ScheringAG)の年次報告書を素材としよう20)。同
社の1987年度版年次報告書の構成は，表1の通りである。独文の年次報告
書と英文年次報告書は同一内容である。 1986年度と1987年度の年次報告書に
は，注記･附属明細書の冒頭にEC第4,第7及び第8号指令に基づく「財
務諸表指令法」に準拠する旨が明示されている。それ以後1988年度，89年度
及び90年度の年次報告書では，「財務諸表指令法」への準拠明示は省略され
ている。 しかし， この点を除けば，各年度の年次報告書の構成に大差はな
い21)。
「財務諸表指令法」への準拠明示がある1987年度版年次報告書を対象とし
て，前節で検討したEC第4号指令がドイツ新商法典に与えた影響に照ら
して，同報告書の特徴を以下に指摘していこう。
（1）年次報告書の主要区分
注記．附属明細書は年度決算書の一要素を構成するとのEC第4号指令の
要請にしたがって，同明細書が貸借対照表及び損益計算書とともに，年次報
告書の主要部分を占める「コンツェルン決算害及びシェーリング社の個別年
次決算書(KonzernabschluBundJahresabschlu6derScheringAG)」の区分に
掲載されている。そのほか，年次報告書は「シェーリング社及びコンッェル
20）シェーリング社の年次報告書を対象として新旧商法典に基づく報告書の比較検
討については，郡司健稿「西ドイツ年次報告書と会計ディスクロージャー一新商法
規定と社会関連情報の開示を中心として－」 「大阪学院大学商学論集』 （第13巻第
4号（1987年9月号)，36， 38～60頁を参照されたい。
21)ScheringAG,Ges"c〃ys比γic"1986.Ges"c血"s6"jc"1987.ScheringAG,
A泥泥"αノ馳加γメ1987.ScheringAG,Ges"c〃ｿs蛇γjc"1988.Ggs"Msbe"c"
Z989.Ges"c〃rs6g"c"1990.
」
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表1シェーリング社年次報告書の構成
54(248）
(頁）1987年度版（英文・独文）
株主総会議題 2
シェーリング社及びコンツェルン状況報告
概況と展望
事業の展開
研究・開発
???
本事業年度の追加的情報
従業員
設備投資
環境保護
今年度の特別トピック：医薬研究と特許保護
各事業部の展開：製薬
農業化学
電気メッキ
エ業化学
????????
???????
コンツェルン決算書及びシェーリング社の個別年次決算書
連結貸借対照表
連結損益計算書
個別損益計算書
個別貸借対照表
固定資産変動表
シェーリング社の持分所有
連結並びに個別注記・附属明細書
????????
監査役会報告 56
コンツェルンの付加価値と資金計算 57
5カ年要約表 58
監査役会
取締役会，各事業部執行委員会委員名，職能別管理者名
62
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ン状況報告(BerichtUberdieLagederScheringAGunddesKonzerns)｣及び
「本事業年度の追加的情報(WeiterelnformationenzumGesachftsjahr)の三つ
の区分から主として構成されている。注記・附属明細書の改善が， 「事実関
係に適合した写像」の伝達に果たしている貢献については後述する。
（2）貸借対照表関係
i 固定資産の区分表示
新商法典にしたがって，有形固定資産と無形固定資産が分離・独立表示さ
れている。しかし， 「結合企業に対する持分(AuteileanverbundenenUnterne-
hmen)」が，財務固定資産の区分ではななく，有形固定資産の区分に表示さ
れている。この表示が，変更されることなく，毎期継続されている。
ii流動資産区分の明細表示
EC指令に基づく新商法典の規定に準拠して，流動資産は｢棚卸資産(Vor.
rate)｣,「売上債権その他の資産(ForderungenundsonstigeVerm6gensgegen.
stande)｣,「有価証券(Wertpapiere)」及び「現金預金(FliissigeMittel)」の4
項目に分離表示されている。
iii 自己資本の源泉別表示
自己資本(Eigenkapital)を「引受済資本金(gezeichnetesKapital)｣,「資本
準備金(Kapitalriicklage)｣,「利益準備金(Gewinnriicklage)」及び「未処分利
益(Bilanzgewinn)」の4項目に分離して表示している。特に，資本準備金と
利益準備金を分離表示することによって，資本源泉を明示している22)。
（3）損益計算書関係
i経常損益と特別損益の区分表示
EC第4号指令が，企業の経常的な収益力に関する情報提供の強化を目的
として，総原価法であろうと売上原価法であろうと，経常損益と特別損益の
区分を強調していることを指摘したが， シェーリング社はこの考え方をより
一層徹底して，損益計算書本体では，経常利益までの表示にとどめ，特別損
22）旧法との差異については，黒田，前掲書，80頁及び森川，前掲書，尚『会計』第
132巻第3号（昭和63年9月号)，85頁を参照されたい。
」
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益については，後述のように，注記。附属明細書で説明している。
ii売上原価法の選択
営業費用の表示について，英米系諸国での採用が普及している機能別分類
法の売上原価法を採用することにより，国際比較を容易にしている。この方
法が，総原価法に比して，材料費，人件費などの形態別費用把握の見地から
生ずる欠点については， そうした形態別費目の注記・附属明細書での開示に
より補足している。
（4）注記・附属明細書の内容
「事実関係に適合した写像」を伝達するために，注記・附属明細書は随分
充実した内容を形成している。冒頭に「財務諸指令法」に準拠する旨の記述
があることについては，既に明らかにしたので， ここではそれ以外の代表的
なものをいくつか挙げておこう。
（ｲ）資金運用表の掲載
資金の源泉と運用が連結と個別に分けて， 2カ年比較の形式で，詳細
に説明されている。
（ﾛ） 「結合企業」に対する投資の明細表示
「結合企業」に対する投資が，海外を含めて地域別に，相手企業に対
する持分だけではなく，純売上高及び従業員数が，各企業別に詳細に開
示されている。
ヤリ期限が5年を超える債務の明細
期限5年以上の債務が，担保額を含めて種類別，連結・個別別に2カ
年比較の形式で開示されている。
（二） セグメント情報開示
純売上高について，事業の種類別・地域別に，連結と個別に分けて，
2カ年比較とそれぞれの増減が示されている。
㈱臨時異常項目の注記
建物の売却による利益を損益計算書本文とは切り離して，注記・附属
明細書に記載することにより，期間業績表示媒体としての損益計算書の
ドイツ新商法典に基づく会計情報開示（松尾） （251)57
機能純化を図っている。
例材料費及び人件費の内訳
売上原価法を選択適用した場合には，材料費・人件費の内訳を明示す
ることが義務づけられているが（〔商)i285(1)8,S.1245,202頁),そ
うした内訳にとどまらず，従業員数の職種別推移も開示して，付加価値
計算のための情報提供に寄与している。
（5）状況報告の内容
シェーリング社並びに同社グループの状況について，外国為替相場の相当
な変動により，グループ全体としての売上高は，前年に引き続いて厳しい状
況にあるものの， ドイツマルクの低下によりグループ売上高は僅かに増大
し， シェーリング社の配当は不変であることが，グラフや図形を使って説明
されている。
研究・開発については， 1987年度のグループ全体の研究・開発費が売上高
の12％に及び，為替変動の影響を調整すると，前年度よりも5％上昇するこ
と， また研究・開発活動に従事する従業員数が，前年より4％増大して，
3,811名に達し，そのうち親会社の研究・開発担当従業員は2,444名であるこ
とをまず説明したのち，製薬，農業化学，電気メッキ及び工業化学の各事業
部別に研究・開発の現状を，グラフと現場写真を交えて3頁に亘って詳しく
説明している。
さらに，任意的説明事項として，代表的な社会関連事項の一つである環境
保護への取り組みを，グラフと現場写真を交えて2頁を費やして説明してい
る。そこでは， 1987年度にシェーリング社は800万マルクを費やして環境保
護設備を新設・改良したこと，そのほか廃棄物の再生・処理等の環境保全費
として年間6,500万マルクを負担し，そうした環境保護活動に係わるフルタ
イム従業員が103名に及ぶこと，また環境保護教育を開始したことなどが説
明されている。
」
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4． おわりに
EC理事会第4号指令，第7号指令及び第8号指令の国内法化を目的とし
て改訂されたドイツ新商法典は， とりわけ資本会社に適用される会計規定
に，そうしたEC指令の精神を全面的に適用することによって，株式会社
のなかでも大規模会社の会計情報開示の強化・充実を実現した。特に， 「真
実かつ公正な概観」概念の導入による企業活動の実態開示重視指向が， ドイ
ツ企業の年次報告書の充実に大きく貢献している。本稿で取り上げたシェー
リング社の年次報告書が，そのことを如実に証明している。年度決算書に始
まって状況報告に至るまで，企業活動内容開示重視の考え方が一貫して流れ
ている。こうした情報開示重視指向が，会計情報の期間比較・企業間比較の
みならず，国際比較を促進することが期待される。
(本稿は平成3年度関西大学学部共同研究費の助成に基づく研究成果の一部である｡）
」
